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研究開発マネジメント人材の人事制度等に関するガイドライン（素案） 

はじめに 

 大学等は、アカデミアの基盤を確立し、質が高く多様な研究を推進するとともに、次世

代を担う人材育成が求められている。また、産学官連携やスタートアップ創出、地域連携

などを通じて、イノベーションの源泉として生み出した研究成果を社会に還元していくこ

とが求められている。 

このような中、研究者が全てのことを担うのではなく、ＵＲＡをはじめとした研究開発

マネジメント人材が様々なマネジメント業務を担い研究者と協働することで競争力のある

研究を行い、大学の研究力強化を図ることが求められる。そのためには、大学等が組織と

して研究開発マネジメント体制を整えることが重要である。 

 しかし現実には、多くの大学等において、教員以外で、組織運営等に関する専門的な知

識・ 経験を持ち業務に当たる研究開発マネジメント人材の登用・ 配置は未だ不十分である。 

一方で、一部の先進的な取組を進める大学において、研究開発マネジメント人材が外部

資金の獲得や研究力向上等に大きく寄与している例がある。こうした大学においては、研

究開発マネジメント人材が活躍できるような雇用環境の整備も図られていることが多い。 

本ガイドラインの対象は、研究大学、大学共同利用機関である。具体的には、研究 IR 部

門等の分析により、組織として強みのある研究分野や群を把握し、当該分野等の研究力の

更なる発展を志す機関、また、産業界と連携し社会課題の解決へ挑戦するなどの明確なビ

ジョンを持ち、実現のための経営戦略を有する又は構築する強い意志を持つ機関である。 

本ガイドラインは、こうした機関が研究開発マネジメント人材の人事制度等を構築する

際の手引きとなるよう、作成するものである。参考資料として、研究開発マネジメント人

材の人事制度等に関する多様な先進事例を紹介する。 

大学等においては、研究開発マネジメント人材の確保 育成に加え、学内の研究者と事

務職員、専門人材の分掌の見直しを行い、研究者が研究に専念できる環境を整備すること

に加え、研究開発マネジメント人材が意欲を持って活躍できるような環境を整備いただく

ことを期待する。 
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第１章 研究大学への期待、組織づくり 

（１）研究大学への期待 

研究者の内在的な動機に基づく研究が、⼈類の知識の領域を開拓し、その積み重ねが⼈

類の繁栄を⽀えてきた。多様な研究活動の存在と、⾃然科学はもとより人文 社会科学も

含めた厚みのある「知」の蓄積は、それ⾃体が知的 ⽂化的価値を有するだけでなく、結

果として、独創的な新技術や社会課題解決に貢献するイノベーションの創出につながる。 

大学等の経営層には、日本の底力である「知」をいかにして高めるか、さらには、「知」

をアカデミアに閉じず、様々なステークホルダーと共に、社会課題の解決や新たな価値創

造に果敢に挑戦していく際に活かすことを期待する。 

 

大学等の実態として、研究に付随する業務や組織経営に関わる業務は研究者が担う「文

化」が未だに根づいているように見受けられるが、研究者は研究活動に専念できるように

すべきである。 

研究活動に付随する多様な業務（プロジェクトマネジメント、研究インテグリティ等）

を研究開発マネジメント人材が行うことで、研究者はより研究活動に専念することが可能

になる。同時に、同人材がプロジェクトの企画や推進を行う責任者としてマネジメントす

ることで、優れた研究成果に繋がることが期待できる。 

 

大学等の経営層は、研究開発マネジメント人材を、研究開発の一翼を担う重要な人材と

してとらえ、確保 育成することが求められる。 

 

 

（２）ビジョンを実現させるための組織作り 

①人事担当部門、財務担当部門、研究担当部門の連携の重要性 

多くの大学等においては、研究担当理事が機構長を兼ねる機構等（例として、研究推

進機構や、産学連携機構）（以下、「機構等」という。）に、プレアワード、ポストアワー

ドをはじめとする学術研究支援担当、知的財産担当、契約担当、研究インテグリティ担

当等の研究開発マネジメント人材を集約し、研究系部門が事務局を担当する体制で、機

関の強みに基づいた、機関内外の研究者の連携、産学連携等の活動を行っている。 

 

大学等における研究推進活動は、経営戦略に基づき行われているにも関わらず、必ず

しも執行部にフィードバックする仕組みがない。そのことにより、機構等が企画し、実

施する研究推進策の成果や課題を経営戦略に活かすことができずに、例えば、本来、研

究者や研究開発マネジメント人材の確保のための人事制度の企画に反映していくことや、

機構等の機能を使って獲得した外部資金を新たな研究の強みを創り出すための資金や人

材確保のための財源に還元する仕組みの企画として反映していくことが、組織構造上困

難となっているケースがある。 

そこで、大学等の事務局機能を有効に活用するには、人事部門、財務部門、研究部門

等が有機的に連携する仕組みと、それらの部門の能力を活かして企画する機能が不可欠
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であり、大学等は実情や特性等を踏まえ、実効性のある体制を構築することが重要であ

る。その際、経営層のリーダーシップにより、研究開発マネジメント人材に人事部門、

財務部門、研究部門等の事務局組織を連携させ、組織全体でプロジェクトの推進を図る

体制構築の要の役割を担わせることも考えられる。 

 

〇事例紹介：人事担当部門、財務担当部門、研究担当部門の連携 

＜北海道大学＞（参考事例集 P2） 

  総長と総括理事の緊密な連携、戦略的な企画 調整のために整備された経営企画本

部に主任ＵＲＡが参画。客観 共通指標等の各種データの分析等を通じて、人事課、

主計課等の各事務組織等と連携して必要な施策を提案。 

 

 

②経営戦略企画業務を本務とする人材の有効性 

大学等には、研究活動に付随する業務のみならず、大学経営に関わる重要事項の企画

立案や意思決定は研究者が行うという文化がある。 

大学等の経営層にとって重要なのは、経営戦略や研究推進のための企画立案等にあた

って現場で活躍する研究者の意見等を聴取することであり、研究企画業務や事務局等と

の調整といった実務を、研究者が担わなければならない理由はなく、また、大学等にと

っては、研究者がいかに研究活動に注力できるかが重要であるので、多くの大学等にお

いて、経営企画業務に研究者が携わっている状態が大学等の研究力強化を図る上で適切

であるか、大学等は今一度検討することが求められる。 

また、研究推進の現場には、日常的に多くの課題が集まり、内外とのコミュニケーシ

ョン、研究開発マネジメント人材の活動の進捗管理が不可欠であり、マネジメント業務

が多い。教育や研究の根幹を担う研究者が、研究付随業務にまで関与することで、大学

全体の研究推進機能を損ねてしまう。また、研究に付随する業務は複雑化 高度化して

おり、対応を誤ると大学自体の信用に関わる事態も想定される。 

 

大学等においては、研究開発マネジメント人材を経営にコミットしうる人材と位置づ

け、研究現場の意見を収集しつつ、執行部のビジョンを実現させるための企画を行うと

ともに、人事部門、財務部門、研究部門等事務局機能を連携させ、組織体制や人事制度

の構築に携わる人材として登用することが重要である。このような経営企画業務を研究

開発マネジメント人材のキャリアパスの上位として設けることで、経営人材を持続的に

確保することも可能となる。 

 

〇事例紹介： 

＜信州大学＞（参考事例集 P3、4） 

執行部（副理事等）に研究開発マネジメント人材を配置し、経営戦略に参画。大学

経営層と研究開発マネジメント人材部門が多面的に直結することで、一気通貫での迅

速な課題解決方針・ 方策の企画立案、伴走型でブレのない課題解決方策の実効を実現。

間接経費を原資とした機構の人員の雇用経費、活動資金を確保、大型の外部資金獲得
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を推進。 

 

＜立命館大学＞（参考事例集 P5、6） 

   令和４年４月、初の職員出身の副学長が誕生。これまで副学長は教員が務めてきた

が、立命館大学においては「教職協働」の理念を大切にしてきており、この判断に至

った。従前、職員の上級職としては、理事長や専務理事、総務や財務担当の理事とい

った法人系の役職だけであったが、職員の新たなキャリアパスとして、学長に次ぐ教

育研究の責任者である副学長という道を拓いた。 

 

＜岡山大学＞（参考事例集 P7） 

「なんでも教員」「とりあえず教員」を廃し、事務職員・ 技術職員の高度化を強化促

進。令和６年度から全学センターや機構に「教員」を新規配置せず、教育研究を担う

学術研究院や研究所に重点配置へ。研究大学として、研究から教育を行う、研究を社

会に還元するなどの者を・「教員」、それ以外の者は事務職員、技術職員、高度専門人材

等に。職種を明確に分け、かつ「教員＞職員」の意識を廃す。 
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第２章 研究開発マネジメント人材に期待される業務と役割 

（１）期待される業務  

 平成 25 年に策定されたＵＲＡスキル標準には、研究戦略推進支援業務、プレアワード業

務、ポストアワード業務、産学連携支援等の関連専門業務として 22 業務と業務遂行能力指

標、業績指標が示されていた。 

この中の特に業務について、近年の研究開発マネジメント人材に求められる業務が多様

化している状況や、研究支援を行う人材として約 10 年に渡り育成を進めてきた結果、組織

の経営に入り込むＵＲＡが現れ始めている状況にも鑑み、研究開発マネジメント人材のコ

ア業務構造として、以下のとおり、改めて示す。 

 

 
 

 研究開発マネジメント人材とは、ＵＲＡスキル標準における業務内容にとどまらず、研

究者の研究活動活性化のための環境整備及び大学等の研究開発マネジメント強化等に向け、

研究内容に関する深い理解 洞察を有し、大学等の組織運営に係る研究開発マネジメント

全般（経営戦略策定への関与、組織的な研究資金 人員の調達 管理等）に携わる高度専

門人材である。 

 組織運営に係る「大学 組織マネジメント」をコア業務の中心に配置し、多くのエフォ

ートを割く研究推進に係る・「プロジェクトマネジメント」、環境整備に係る・「研究基盤マネ

ジメント」、社会連携に係る・「産学連携・ 知的財産マネジメント」と、それぞれ有機的に連

携しながら推進する構造としている。 

 それぞれのマネジメント業務に含まれる具体的業務は、上記に示したとおりである。 

 従前のＵＲＡスキル標準に示した業務との違いとして、「大学・ 組織マネジメント」を盛

り込んだことが挙げられる。研究ＩＲにより自らの研究教育上の強み 弱み等の分析 評

価を行い、研究インテリジェンスにより将来性のある研究課題の探索や研究者の確保のた

めの情報の収集分析を行った上で、研究戦略を提案したり、経営資源の戦略的配分を行っ
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たりすることが念頭にある。「大学・ 組織マネジメント」に業務として携わっている研究開

発マネジメント人材は現在多くないが、今後は大学等において当該業務に携わらせること

で、同人材が俯瞰的視点をもって研究開発マネジメントを行い、より発展的な活躍をし、

大学等の研究力向上に貢献していくことが望まれる。 

なお、上図は、研究開発マネジメント人材のコアとなる業務を網羅的に示したものであ

り、重点を置く業務や業務の推進方法は、個々の機関のビジョンに基づき、人材ごと、機

関ごとに異なるものである。また、上図は研究開発マネジメント人材の業務をここに挙げ

たものに限る趣旨ではなく、機関の状況やビジョンに応じ、挙げた業務以外にも柔軟に対

応すべきものである。 

 

〇事例紹介：研究ＩＲの経営戦略への活用 

＜大阪大学＞（参考事例集 P8～10） 

   経営企画ＤＸシステム“ＲｅＣｏ”を用い、経営力、研究力等を分析。ＵＲＡ活動

とＩＲ活動を有機的結合させることで、研究力強化を中心とした経営力強化を推進。 

 

＜横浜国立大学＞（参考事例集 P11） 

  学長を本部長とする経営戦略本部に設置する大学戦略情報分析室（ＩＲ室）に配属

された専任教員を、研究推進機構の研究ＩＲ部門ＵＲＡとして所属（兼務）させるこ

とで、研究ＩＲの成果を全学戦略に活用するとともに、全学戦略立案における分析結

果を研究戦略立案に活用できる体制を構築。 
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第３章 人事制度の構築 

（１）職階の設定、研究開発マネジメント人材の機関における位置づけ 

 研究開発マネジメント人材は、その専門性を活かし研究現場において研究者のサポート

を行ったり、多様なステークホルダーで共創するプロジェクトのマネジメントをしたり、

さらには経営戦略策定に関与したりするなど、経験や能力に応じて求められる役割 ミッ

ションが高度化する。 

 研究開発マネジメント人材が課されたミッションを果たすには、そのための権限が不可

欠であり、また、研究開発マネジメント人材の権限や責任の度合いを可視化して対外的に

示すことで他機関 企業等とのコミュニケーションがより円滑になることから、研究開発

マネジメント人材の人事制度として職階を設けることが重要である。 

職階を設けることは、機関内のキャリアパスを構築することにもなり、当該人材の確保

に当たっても有効であると考える。 

 

大学等には大きく分けて教員職と事務職の２つがある。そのような状況の下、研究開発

マネジメント人材を機関内でどのような職として位置付けるのかについて、同人材が有機

的に機能している大学等においては、教員職として位置付けているケースが見られる。教

員職として位置付けるメリットとしては、教員の身分を有する研究者との協働が図りやす

くなること、外部の企業や機関との連携を図る際に身分が説明しやすくなること等が挙げ

られる。 

一方で、教員職でも事務職でもない、第三の職として研究開発マネジメント人材を位置

付けるケースもある。第三の職として位置付けるメリットとしては、研究者とも事務職と

も異なる、研究の専門性を理解し研究開発マネジメントを行う高度専門人材であることが

制度上明確になる点が挙げられる。 

どのような職として位置付けるのかは、大学等の研究開発マネジメントに関するビジョ

ンにより異なるため、大学等においては自機関のビジョンを検討 決定し、それに基づき

研究開発マネジメント人材の職について決定していくことが必要である。 

 

〇事例紹介： 

＜金沢大学＞（参考事例集 P12） 

教員職として採用。ＵＲＡが博士人材のキャリアパスの一つであることを示すとと

もに、研究者から適性のある者のキャリアチェンジを促すことも期待。教員職として

採用することで、他の教員と対等な立場での企画立案調整等のマネジメントが可能。 

 

＜新潟大学＞（参考事例集 P13～15） 

教員でも事務職員でもないＵＡ職として配置。高度な専門性を活かし、外部との組

織的協働等により、外部資金等の獲得 活用して大学改革を企画推進するＵＡ職に位

置づけて登用。４段階の役職を設け、上位の役職になるほど専門性の習熟及び全学的

マネジメント力を評価。本人のＫＰＩや期待役割に対する達成度を反映した処遇。 
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＜京都大学＞（参考事例集 P16） 

 第３の職としてＵＲＡを配置。執行部、各部局の教員組織、その他全ての研究者と

事務組織を繋ぐハブ機能を担う。職位に応じた目標管理と評定要素で評価、昇給、昇

格に反映。 

 

 

（２）人材の確保  

文部科学省が行った、「研究開発マネジメント業務・ 人材に関する実態調査結果」におい

て、研究開発マネジメント人材運用の課題として・「新規雇用時の人材確保の難しさ」（上位

１番目）「人材の量的不足」（上位２番目）を多くの機関が挙げており、大学等において同

人材の確保が大きな問題となっている。 

要因の一つとして、研究開発マネジメント人材の待遇やキャリアパスが不透明であるこ

とから、魅力的な職となっていないことが考えられる。 

研究開発マネジメント人材に、研究シーズの価値判断や機関内外への研究者との高いレ

ベルでのコミュニケーションが求められることを考えると、研究開発マネジメント人材は

博士号取得者の魅力的なキャリアパスの一つに位置付けられるべき職であり、採用に際し

高度人材を獲得できるような処遇 インセンティブを設定することが重要である。 

また、職の決定に当たっては、安定雇用が重要な要因となることから、テニュアトラッ

ク制などによる一定期間後の無期雇用ポストや、経営人材としてのキャリアパスを示すこ

となどが重要である。 

大学等が民間企業等で活躍する人材を採用したい場合、大学等において前職の給与を踏

まえた給与設定が行えないと、転職により給与が下がる場合に人材の確保が困難となる。

大学等は採用に際し、業務内容や責任に応じた給与設定が可能となるよう、制度を構築し、

有為な人材を確保できるようにすることが重要である。 

 

研究開発マネジメント人材は、高い専門性を有する、研究者のパートナーであり、研究

者と協働して新たな価値を生み出すことに寄与し、経営へのコミットもする役割を担って

いる。今後、大学等による同人材の活躍は一層進展し、重要性が増す職種である。 

しかしながら、社会一般では研究者の書類作成支援を行う人材といった認識が根強くあ

り、大学等が研究開発マネジメント人材の募集を行うにあたっては、同人材に期待するス

キルや業務を明確に発信することが重要である。 

大学において、大学等に在籍する博士課程学生を対象として、ジョブ型研究インターン

シップの仕組みを活用して、研究開発マネジメントの業務経験をさせている例がある。博

士課程修了後の選択肢として研究開発マネジメント人材へのキャリアパスを示す観点から

優良な事例である。 

中長期的にみると、学生が学部の段階から研究開発マネジメント人材という職があるこ

とを周知することは、将来的な人材確保の観点から有効である。 

さらに、研究者や技術職員、事務職員からキャリアチェンジを希望する者を募り、研究

開発マネジメント人材として登用するというアプローチも考えられる。 
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〇事例紹介： 

＜金沢大学＞（参考事例集 P17） 

ジョブ型研究インターンシップの活用により URA ポストでのインターンを募集し、

博士課程学生に対して URA 職へのキャリアパスを発信。 

 

＜大阪大学＞（参考事例集 P18～20） 

ＵＲＡ×ＩＲ業務を担う事務職員育成プログラムにより、事務職員から研究開発マ

ネジメント人材へのキャリアパスを制度化。 

 

＜東京科学大学＞（参考事例集 P21） 

   経営専門人材としての職種間キャリアパス制度を構築。これにより、多様なキャリ

アパスを実現するフリーでフラットな戦略的な人事を実現。事務職員や教員、技術職

員から、ＵＲＡへの職種間移動が可能。 

 

 

（３）機関内キャリアパスの構築 

優秀な人材を研究開発マネジメント人材として確保していく観点に加え、採用後も同人

材がモチベーションを維持して意欲を持って働き続けられるようにするために、機関内の

キャリアパスを構築することは重要である。 

そのためには、機関として研究開発マネジメント人材に求める役割 業務の明確化、同

人材による自らの目標の設定と自己評価、上司による業績評価とその結果に基づく処遇の

実施といった一連の流れを作ることが有効である。 

評価に基づく処遇を行う一環として、業績に応じ昇給、昇格をさせる仕組みが必要であ

る。機関としては、その際の評価の基準を明確化することが求められる。 

研究開発マネジメント人材として職階を上がっていくキャリアパスのほか、教員や事務

職員、技術職員など、他の職種に転換することも柔軟に認められるような人事制度を構築

することが望ましい。そのような人事制度の構築は、同人材だけでなく、教員、職員、技

術職員など全職員にとって豊かな職場環境の創造につながる。 

 

〇事例紹介： 

＜名古屋大学＞（参考事例集 P22、23） 

一般ＵＲＡ、主任ＵＲＡ、主幹ＵＲＡ、首席ＵＲＡの４階層からなるキャリアパス

を設け、自己目標達成型の評価制度により、業績評価、年度昇給を行い、3.5 年から４

年目の申請にもとづく無期審査により無期雇用を可能としている。 

 

＜信州大学＞（参考事例集 P24～26） 

テニュアトラック期間の評価により、テニュア教授、准教授、助教に登用。年次評

価結果、経験年数、業務実績等に基づき昇及び昇進。大型資金の獲得に長けたＵＲＡ・

本部・大型資金・のＵＡ・化を推進して外部資金導入を増大し、人件費配分により全体強

化。併せて、技術職員、ＵＲＡ・本部・ 知財・、・ＵＲＡ・部局・等の外部資金獲得機能を
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強化。 

 

 

（４）業績評価の在り方 

研究者の評価は、どれほど優れた研究成果を出し論文を書いたかにより決定するため、

研究業績が評価されキャリアパスにつながることとなる。 

一方、研究開発マネジメント人材については、どのような評価方法が適切であるか、機

関において模索されている状態であり、定型化された評価方法があるわけではない。 

研究開発マネジメント人材には、プロジェクトマネジメントや大学 組織運営マネジメ

ントといった実務を担う側面と、研究者と協働して研究成果を生み出すことに寄与する研

究補助的側面がある。 

このことから、実務の業績を評価する方法として、機関として研究開発マネジメント人

材に求める役割 業務を明確化した上で、そのことを踏まえた同人材による自らの目標の

設定と自己評価を行い、当該評価を踏まえた上司による業績評価を行うことが考えられる。 

それに加えて、研究補助的側面の評価として、研究開発マネジメント人材が協働した研

究プロジェクトにおける研究成果に関しては、論文やジャーナルへの寄稿、著書のタイト

ルなどについて提示し、研究者の研究業績評価に倣う形で、補足的に研究開発マネジメン

ト人材の評価の材料として活用することが考えられる。 

それらを合わせた形で、研究開発マネジメント人材に対して、適正に、業績評価結果に

基づく処遇を行っていくことが望ましい。 

 

 

（５）プロジェクト実施における研究開発マネジメント人材の位置づけと役割 

他機関や研究者を巻き込んで行うプロジェクトにおいては、当該プロジェクトの進捗管

理や内外との連絡調整等を研究開発マネジメント人材が担うことで、研究者は研究自体に

集中する環境を確保することができ、より高い研究成果を目指すことにつながる。 

 現行では、様々な競争的研究費等の申請の際のプロジェクトの実施責任者としては、研

究者の名前だけが掲載されることが大半であるが、進捗管理等を責任を持って行う研究開

発マネジメント人材がいる場合には、当該人材の名前を申請書等に掲載することにより、

大学等における有効なチームビルディングが意識的に行われることや、研究開発マネジメ

ント人材の実績を可視化することができる。 

このため、競争的研究費等のプロジェクトにおいては、プロジェクト管理責任者に研究開

発マネジメント人材を配置し、責務を明記することが望ましい。 

 

〇事例紹介： 

＜信州大学＞（参考事例集 P24） 

間接経費を原資としたＵＲＡキャリアパス制度を設置。テニュアトラック期間の評

価により、テニュア教授（ＵＲＡ）、准教授（ＵＲＡ）、助教（ＵＲＡ）へ登用。 
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（６）学内表彰制度 

研究開発マネジメント人材の尊厳や誇りを醸成する仕組みは重要である。意欲を持って

働き続けるためのインセンティブ設計の観点から、優れた業績をあげた研究開発マネジメ

ント人材に関する表彰制度を創設することが望まれる。 

表彰制度を通じ、機関内において研究開発マネジメント人材の業績を広く周知すること

は、当人のみならず、同機関における研究開発マネジメント人材全体をエンカレッジする

ことにもつながる。 

例えば、科学技術分野の文部科学大臣表彰「研究支援賞」や研究大学コンソーシアムの

「山本進一記念賞」等、全国レベルの表彰を受賞した研究開発マネジメント人材について、

学内で改めて表彰する方法が考えられる。加えて、学内表彰をされた者に対して、給与に

インセンティブ手当を付与するなど、処遇面での工夫を行うことが望ましい。 

 

 

（７）運営体制と指揮命令系統の在り方 

大学等に所属する研究開発マネジメント人材を、一元化し管理することが重要であり、

実際に多くの大学等では、研究開発マネジメント人材を機構等に集約した組織体制を構築

している。学部等に研究開発マネジメント人材が配属されている場合には、情報収集や研

究戦略の策定する仕組みを構築することである。これにより研究開発マネジメント人材の

専門性を大学等全体で把握し、合わせて経営層の目的意識を共有することも可能となる。

さらに、大勢の研究者の課題を機構等で集約することで、例えば研究現場での研究環境充

実のための方策を機構等で検討したり、個々の研究者の学術研究を産学連携担当や研究イ

ンティグリティ担当と共有することで、大学等の研究力の強みをスタートアップや企業等

との産学連携に発展させたり、安全に研究活動を行う仕組み等の検討を行うことなどが可

能となる。 

また、大学等の規模によっては、学術研究推進と産学連携推進の機能を別々に設ける例

があるが、研究現場においては、例えば学術研究の早い段階でシーズを知財化し、スター

トアップに備えるなど、一体的な支援 戦略が必要となるケースが多々ある。そのため大

学等は、大学等で学術研究推進と産学連携推進機能を別々に設ける場合でも、研究開発マ

ネジメント人材間で情報交換をする仕組みを設けることが重要である。 

 

〇事例紹介： 

＜名古屋大＞（参考事例集 P27） 

   総務 研究担当理事をトップに置く、学術研究 産学官連携推進本部にＵＲＡを配

置。各部門のＵＲＡが、外部資金獲得、共同研究組成、社会連携活動、特許等、全学

の研究活動を支援。 

 

＜京都大学＞（参考事例集 P28、29） 

ＫＵＲＡ内に学内各組織の窓口となるＵＲＡを配置し、研究者と事務組織を繋ぐハ

ブ機能を担う。ＫＵＲＡと成長戦略本部を月１回開催する定例会等を通じて連携し、

大学の研究力を学術研究部門、産学連携部門で共有。 



 

12 

 

 

＜金沢大学＞（参考事例集 P30） 

基礎 産学連携組織の統合に加え、地域連携組織も統合し、学 産 官の一体的な

連携活動拠点として、先端科学 社会共創推進機構を設置。基礎から応用まで一気通

貫した支援を通して、大学の使命である教育 研究 社会貢献を有機的に連携させな

がら推進。  
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第４章 安定的な組織運営 

（１）雇用の在り方

 これまで述べてきたように、研究開発マネジメント人材は、研究者のパートナーとして

研究成果を生み出すことに貢献するのみならず、組織的な研究資金 人員の調達 管理や

経営戦略策定への関与など、大学等の組織運営に係る研究開発マネジメント全般を担う重

要な人材である。 

このような人材として優秀な高度専門人材を確保する観点から、大学等の経営層は、同

人材の安定的な雇用を確保すべく、国立大学においては運営費交付金による承継ポストの

ほか、例えば、競争的研究費や企業との共同研究に伴う間接経費を財源とした無期雇用ポ

ストの創出など、大学の実情に応じた形で安定的な雇用を実現する方策を実行することが

求められる。 

（２）研修や認定の効果的な活用

研究開発マネジメント人材の業務は、第２章（１）期待される業務で示したとおり幅が

広く、また、社会からの要請により新たな業務が加わることも、業務内容が変わることも

ある。したがって、研究開発マネジメント人材は、業務遂行のために自身の知識やスキル

を常にアップデートすることが求められる。 

大学等で、独自に研究開発マネジメントに関する全ての動向を把握し研修制度を構築す

ることは困難である。このことから、国立研究開発法人科学技術振興機構（以下、「JST」

という。）の基礎力育成研修・（令和６年度より、一般社団法人リサーチ アドミニストレー

タースキル認定機構（以下、「スキル認定機構」という。）から移管）を活用し、研究開発

マネジメント人材に基礎的 体系的な知識を習得させることが考えられる。そのほか、実

践的な知識・ 能力の獲得のための場として、JST のプログラム マネージャー・（PM）研修や、

UNITT のライセンスアソシエイト研修（基礎と応用）、medU-net・ の医療イノベーション人

材養成プログラムなど、専門に応じた研修を効果的に活用していくことが期待される。 

これらに加え、令和 7年度の文部科学省新規事業として、「研究開発マネジメント人材に

関する体制整備事業」がある。当該事業においては、研究開発マネジメント人材に、上記

JST の基礎力育成研修等の座学研修を受講させることに加え、優れた研究開発マネジメン

ト体制を有する大学等が提供する OJT 研修を受講させることにより育成することを目的と

している。こうした機会も活用し、研究開発マネジメント人材の育成を図ることが望まし

い。 

また、研修以外にも、ファンドレイズに関しては、特定非営利活動法人日本ファンドレ

イジング協会の認定 准認定ファンドレイザー資格、専門ファンドレイザー認証を受ける

ことが考えられ、研究開発マネジメント人材の能力全般を証明する方法として、スキル認

定機構が行っている認定制度を活用していくことが考えられる。 
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＜参考事例集＞



2

⼈事、財務、研究を連携させる仕組み

第１章 研究⼤学への期待及び組織・⼈材

経営戦略企画業務を本務とする⼈材の有効性

北海道⼤学



3

第１章 研究⼤学への期待及び組織・⼈材

信州⼤学 経営戦略企画業務を本務とする⼈材の有効性
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第３章 ⼈事制度の構築

信州⼤学

信州⼤学 学術研究・産学官連携推進機構(SUIRLO)
（事務組織は「研究推進部」）

学術研究・産学官連携推進機構（教員系） 専任44名 URAも含む
兼任14名

研究推進部 （事務系） 専任46名
計 100名超

(参考︓全学教員数 1042名 ※附属学校教諭は除く)

共同研究等の間接経費 40％
間接経費を原資とした機構の予算規模 約2億円〜/年
※運営費交付⾦や競争的資⾦で雇⽤した⼈件費、レンタルラボ等の不動産収⼊、

競争的資⾦や委託費等を原資にした活動費は含まず

保有施設 インキュベーション施設4棟 約２万㎡
＋旧地域共同研究センター棟、旧VBL棟

信州大学の研究・産学官連携支援部署の紹介

経営戦略企画業務を本務とする⼈材の有効性
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⼈事、財務、研究を連携させる仕組み⽴命館⼤学

第１章 研究⼤学への期待及び組織・⼈材

経営戦略企画業務を本務とする⼈材の有効性
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⼈事、財務、研究を連携させる仕組み⽴命館⼤学

第１章 研究⼤学への期待及び組織・⼈材

経営戦略企画業務を本務とする⼈材の有効性
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岡⼭⼤学

岡⼭⼤学

第１章 研究⼤学への期待及び組織・⼈材

なんでも教員、とりあえず教員の意識を廃す
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第２章 研究開発マネジメント⼈材に期待される業務と役割

⼤阪⼤学 IRを経営戦略に



9

⼤阪⼤学 IRを経営戦略に

第２章 研究開発マネジメント⼈材に期待される業務と役割



10

⼤阪⼤学 IRを経営戦略に

第２章 研究開発マネジメント⼈材に期待される業務と役割
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横浜国⽴⼤学 IRを経営戦略に

第２章 研究開発マネジメント⼈材に期待される業務と役割
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第３章 ⼈事制度の構築

教員職

⾦沢⼤学 教員職

〇博士号取得者に対し適切な処遇を提供することで優秀な人材の確保を狙う。
〇URAが博士人材のキャリアパスの一つであることを示すとともに,研究者から適性のある
者のURAへのキャリアチェンジを促すことも期待している。

〇教員職として採用することで，他の教員と対等な立場での企画立案調整等のマネジメント
が可能であり，また,企業関係者との対応において調整等が行いやすいというメリットがある。
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第３章 ⼈事制度の構築

新潟⼤学 第３の職種 明確なキャリアパス



14

明確なキャリアパス

第３章 ⼈事制度の構築

新潟⼤学 評価・処遇
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第３章 ⼈事制度の構築

新潟⼤学 ⼈材育成 研修
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第３章 ⼈事制度の構築

京都⼤学 第３の職種 明確なキャリアパス
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第３章 ⼈事制度の構築

⾦沢⼤学 ⼈材の確保 博⼠学⽣のインターンシップ
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第３章 ⼈事制度の構築

⼤阪⼤学 ⼈材の確保、キャリアチェンジ（事務職員→研究開発マネジメント⼈材）
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第３章 ⼈事制度の構築

⼤阪⼤学 ⼈材の確保、キャリアチェンジ（事務職員→研究開発マネジメント⼈材）
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第３章 ⼈事制度の構築

⼤阪⼤学 ⼈材の確保、キャリアチェンジ（事務職員→研究開発マネジメント⼈材）



21

第３章 ⼈事制度の構築

東京科学⼤学 ⼈材の確保 職種横断的なキャリアパス
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第３章 ⼈事制度の構築

名古屋⼤学 評価に基づく処遇 第３の職種 明確なキャリアパス
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第３章 ⼈事制度の構築

名古屋⼤学 ⼈材育成 研修
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第３章 ⼈事制度の構築

信州⼤学 機関内キャリアパスの構築

テニュアトラック制

間接経費を原資としたURAキャリアパス制度の設置
テニュアトラック期間の評価により、テニュア教授(URA)、准教授(URA)、助教(URA)へ

AA:Academic Appointment シート

雇⽤財源

業績評価
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第３章 ⼈事制度の構築

信州⼤学 機関内キャリアパスの構築

テニュアトラック制

業績評価
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第３章 ⼈事制度の構築

信州⼤学 運営体制
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第３章 ⼈事制度の構築

名古屋⼤学 運営体制と指揮命令系統の在り⽅



28

第３章 ⼈事制度の構築

京都⼤学 運営体制と指揮命令系統の在り⽅

（令和6年12月現在）
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第３章 ⼈事制度の構築

京都⼤学 運営体制と指揮命令系統の在り⽅
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第３章 ⼈事制度の構築

⾦沢⼤学 運営体制と指揮命令系統の在り⽅

＜一体化した背景＞

基礎から応用まで一気通貫した支援を通して，大学の使命である教育・研究・社会貢献を有機的に連携させながら推進する役割を
期待。実効性のあるものとするため，機構長を交えた連絡会を開催し，グループ・ユニットを超えた情報共有を図っている。
＜機構長補佐＞

URAの実務経験及び実績を有する者を機構長補佐として配置することで，より適切な研究開発マネジメントを行うことが可能となっ
ている。また，基礎と応用の連携を促進することで，特にシーズ発掘や新たなプロジェクト企画を円滑に進められるという利点がある。
限られたリソース（URA）の有効活用という観点から，現場を把握しそれぞれのURAの資質を踏まえた業務分担等の調整を行って

いる。

金沢大学先端科学・社会共創推進機構は,基礎・産学連携組織の統合に加え，地域連携組織も統合し，学・産・官（自治体等）の一
体的な連携活動の中核を担う。


	資料２ガイドライン素案
	資料２参考事例集0206



